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５ 適格請求書等の写しの保存 

 

（適格請求書等の写しの範囲） 

【答】  

   適格請求書発行事業者には、交付した適格請求書の写し及び提供した適格請求書に係る電磁

的記録の保存義務があります（消法 57 の４⑥）。 

「交付した適格請求書の写し」とは、交付した書類そのものを複写したものに限らず、その

適格請求書の記載事項が確認できる程度の記載がされているものもこれに含まれますので、例

えば、適格簡易請求書に係るレジのジャーナル、複数の適格請求書の記載事項に係る一覧表や

明細表などの保存があれば足りることとなります。 

  ※ 自己が一貫して電子計算機を使用して作成した適格請求書については、その写しを電磁的

記録により保存することも認められます。詳しくは、問 80《適格請求書の写しの電磁的記録

による保存》をご参照ください。また、適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存

については、問 81《適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法》をご参照くだ

さい。 

 

（適格請求書の写しの保存期間等） 

【答】  

適格請求書発行事業者には、交付した適格請求書の写し及び提供した適格請求書に係る電磁

的記録の保存義務があります（消法57の４⑥）。 

この適格請求書の写しや電磁的記録については、交付した日又は提供した日の属する課税期

間の末日の翌日から２月を経過した日から７年間、納税地又はその取引に係る事務所、事業所

その他これらに準ずるものの所在地に保存しなければなりません（消令70の13①）。 

（参考） 仕入税額控除の要件として保存すべき請求書等についても、同様です（消令50①）。 

 

  

問 78 適格請求書発行事業者は、交付した適格請求書の写しの保存が義務付けられるとのことで

すが、「交付した適格請求書の写し」とは、交付した書類を複写したものでなければならない

のですか。【令和元年７月追加】【令和５年 10月改訂】 

問 79 交付した適格請求書の写しや提供した適格請求書に係る電磁的記録については、何年間保

存が必要ですか。【令和５年 10 月改訂】 


